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１ 募集の趣旨 

佐野市では、令和２年８月に定めた「あそ野学園義務教育学校及び葛生義務教育学校の 

開校に伴う学校跡地の個別活用方針」により、活用区分を「民間等施設としての活用」と 

し、民間事業者等へ施設を売却もしくは貸付することで有効活用が期待できる学校跡地を 

選定しました。 

今回の募集では、旧飛駒小学校の跡地活用について、主として「各学校跡地の特色や周 

辺の地域環境等を踏まえた既存施設を有効活用する提案」を広く募集し、民間が有する事 

業ノウハウや創意工夫等をもとに、新たな起業の促進や雇用の創出等、地域活性化に貢献 

できる事業者を公募型プロポーザル方式により選定するものです。 

２ 対象物件の概要 

売却又は貸付の対象となる物件は次のとおりです。 

(１) 施設名称 旧飛駒小学校（佐野市飛駒町１４９７番地） 

（２） 対象地  佐野市飛駒町字宮原１４９７番 外 

（３） 敷地面積 １４，０１５.７８㎡ 

（４） 用途区域 都市計画区域外 

（５） 主な施設 

名称 建築年次 構造 階数 面積(㎡) 耐震 

校舎 平成元年 ＲＣ造 ２ 1,820.00 済(新耐震基準) 

体育館 昭和 55年 Ｓ造 ２   572.00 済(補強工事済) 

（６） 期待する事業提案 

       旧飛駒小学校については、「佐野市コンパクトシティ構想」における「集落ゾーン」

に位置し、豊かな自然と調和した居住環境の形成や地域コミュニティの維持を図ると

ともに、地域間交流の活発化、しごとの創出や産業の活性化等により地域の価値を高

めていくことが期待されるなか、「出流原スマートインターチェンジ」の開設により

当地へのアクセスが向上し、敷地東側が県道に接していることからも、商工業・観光

施設・文化施設等をはじめ、施設一体を活用した幅広い提案を求めます。 

（７） 特記事項 

ア 本物件は、公簿面積による現状有姿での売買（賃貸借）となるため、売買（賃貸 

借）契約締結後に公簿面積と実測面積との間に差異が生じた場合でも、異議申し立 

てや売買代金（賃貸借料）の増減の請求はできませんのでご承知願います。 

イ プール施設周辺部分の一部(飛駒町 1486 の一部、約 803㎡、別紙 3「区域図」、別 

紙 5「配置図」参照)は、借地(駒形神社所有の境内地)のため、別途賃貸借契約が必 

要となります。※賃貸借料見込額：約 160,000円（年額） 

ウ 建物は全て未登記になります。必要に応じて購入者の負担で行ってください。 

エ 対象物件の詳細については、別紙資料によりご確認ください。 

３ 契約種別 

  売買契約又は賃貸借契約によります。売買契約の場合は下記４、賃貸借契約の場合は 

下記５をそれぞれ参照してください。 

  なお、選考に関して市が考える優先順位は次のとおりとし、提案された事業内容等によ 

り選考を行います。 

（１）売買契約、（２）賃貸借契約 
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４ 売買契約による場合 

(１) 売買物件の予定価格 

応募事業者から提出された事業提案書（別記様式第４号）に記載された提案価格 

が、予定価格未満の金額である場合は無効とし、当該応募事業者は失格とします。 

予定価格 内訳 備考 

３１,７２０,０００円(税込) 
土地 19,450,000円 

建物 12,270,000円(税込) 
 

(２) 売買物件の引き渡し 

ア 売買物件の引き渡しは、売買代金の全額納入を確認した後に行います。 

イ  売買物件は、現状有姿のまま事業者に引き渡します。 

ウ  土地の所有権移転の不動産登記は、市が登記の嘱託を行います。 

（３） 事業着手時期 

       事業者は、売買物件の所有権移転後、適正な維持管理を行うとともに、以下の各 

項目を遵守のうえ、事業提案書に記載された内容に基づく事業計画を履行してくだ 

さい。 

ア  提案事業は、本契約締結日から１年以内に着手し、３年以内に提案事業の用途 

による使用を開始しなければなりません。また、本契約締結日から起算して１０ 

年間（以下「指定期間」という。）は、事業計画を基に定められた用途（以下「指 

定用途」という。）に供しなければなりません。 

イ  指定期間が終了するまでは、原則として、指定用途の変更及び売買物件の第三 

者への譲渡等を禁止します。ただし、事業計画に沿ったもので、市の承認を得た 

場合を除きます。 

(４) 契約保証金 

    事業者は、本契約締結までに市が発行する納入通知書により売買代金の１０％に 

相当する金額を契約保証金として納入してください。  

    なお、契約保証金は、無利息で売買代金に充当します。 

(５) 売買代金の支払い等 

    事業者は、本契約の締結後、６０日以内に市が発行する納入通知書により、納付 

済みの契約保証金を除く売買代金を全額納付してください。 

(６) 買戻し特約 

    市は、対象物等の適正な利用を担保するため、本契約締結日から１０年間の買戻 

し特約の登記を行います。 

（７） 費用負担 

     事業者は、次の費用を自らの負担により行うものとします。 

ア 契約及び履行に関して必要となる費用 

イ 所有権移転登記に要する登録免許税等の費用 

ウ 対象物件の定着物その他引渡し時に存する一切の動産の撤去・廃棄等の費用 

エ 対象物件の引き渡し時における不具合個所の改修に関する費用 

オ 事業実施のために必要となる施設整備費用 

カ 所有権移転日以降の対象物件に関する公租公課を含む一切の費用 
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５ 賃貸借契約による場合 

(１) 対象物件の賃貸借料 

月額賃貸借料 （年額） 備考 

１７０，９４０円(税込) (２，０５１，２８０円) 
佐野市行政財産使用料条例第

2 条(営利目的)に基づき算出 

（２） 賃貸借契約 

     賃貸借契約期間は５年を限度とします。なお、契約期間終了後には双方合意のう

え更新できるものとしますが、更新日から起算して５年を超えることはできません。 

また、賃貸借契約期間は施設等の活用に必要な改修等に要する期間を含むものと 

します。 

（３） 対象物件の引渡し 

    ア  対象物件の引渡し日については、市と事業者が協議の上決定します。 

    イ  対象物件は、現状有姿のまま事業者に引き渡します。定着物その他引き渡し時 

に存する一切の動産等の撤去・廃棄等が必要な場合は、市の承諾を得てください。 

（４） 事業着手時期 

     事業者は、貸付期間中、適正な維持管理を行うとともに、以下の各項目を遵守の 

うえ、事業提案書に記載された内容に基づく事業計画を履行してください。 

ア 提案事業は引渡し日から１年以内に着手し、３年以内に提案事業の用途による 

 使用を開始しなければなりません。 

なお、建築物の新築・改築・増築又は用途変更を行う場合は、関係法令等への 

    適合が必要となります。 

イ 事業者は市の承諾を得ないで、対象物件を第三者への転貸又は事業者が建設し 

 た建物その他の工作物に賃借権その他の使用又は収益を目的とする権利を設定す 

ることはできません。 

      なお、市の承諾を得た場合は、市との協議事項や合意事項を第三者に継承しな 

    ければなりません。 

（５） 契約保証金 

     事業者は、本契約締結日までに市が発行する納入通知書により月額賃貸借料の６ 

    ヶ月分に相当する金額を契約保証金として納付してください。 

     なお、契約保証金は、契約満了後に、債権債務を相殺（未払いの賃貸借料、契約 

    満了日までの損害金等の債務を控除した残金を返金する。）したうえで、無利息で 

返還します。また、保証金返還請求権の譲渡又は質入れはできません。 

(６) 賃貸借料の支払い方法 

賃貸借料の支払い方法は、原則月払いとしますが、市と事業者で協議のうえ決 

定します。 

(７) 施設賠償責任保険の加入 

     提案事業の実施にあたり、事業者が故意又は過失等により市又は第三者に損害を 

与えた場合は、事業者が賠償責任を負うことになるため、事業者は、施設賠償責任 

保険に加入するものとします。 
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(８) 費用負担 

       事業者は、次の費用を自らの負担により行うものとします。 

ア  契約及び賃貸借料改定等による変更契約並びに履行に関して必要となる費用 

イ  対象物件の引き渡し時における不具合個所の修繕に関する費用 

ウ  対象物件の定着物その他引渡し時に存する一切の動産の撤去・廃棄等の費用 

エ  事業実施のために必要となる施設整備費用 

オ  施設の運営期間を通じ、施設運営及び維持管理並びに必要となる修繕費用 

カ  対象物件返還時に係る原状回復費用 

(９) 事業計画等の変更 

     事業者は、提出した事業計画内容を変更しようとするときや事業実施のために 

必要となる工事・修繕等を行うときは、関係法令等の適合を確認したうえで、市 

の承諾を得てください。 

(10)  契約満了時の留意事項 

      ア  市と事業者は、契約期間満了の６ヶ月前までに、賃貸借契約の更新もしくは 

譲渡等について協議を行うこととします。 

イ  協議の結果、賃貸借契約を更新しない場合、事業者は市と協議のうえ、市が 

承諾した部分を除き契約期間が満了するまでに契約前の状態にしたうえで市に 

返還することとします。 

ウ  事業者は、原状回復の必要経費並びに有益費の償還等の請求を市に行うこと 

はできません。 

６ 契約・活用条件 

（１） 公序良俗に反する使用の禁止 

     事業者は、売買物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 

３年法律第７７号）第２条第２号に定める暴力団その他の反社会的団体及びそれ 

らの構成員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用してはなり 

ません。 

（２） 風俗営業等の禁止 

     事業者は、売買物件を風俗営業等の規則及び業務の適性化等に関する法律（昭 

和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める 

性風俗関連特殊営業の用に使用してはなりません。 

（３） 実地調査等 

        市は、契約の履行に関し、必要があると認めるときは、事業者に対しその業務 

又は資産の状況等に関して質問し、実地を調査し、又は所要の報告若しくは資料 

の提出を求めることができ、事業者は、市の調査に協力しなければなりません。 

（４） 契約の解除及び損害賠償 

       市は、事業者が契約に定める義務を履行しないときは、催告なしに契約を解除 

することができるものとします。事業者が、契約に定める義務を履行せず、市に 

損害を与えたときは、その損害を賠償しなければなりません。 

また、市は本説明書で定める参加資格を偽る等の不正行為により契約を締結し 

たことが明らかになったとき、契約を解除することができるものとします。 
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（５） 契約不適合責任 

       契約締結後に、対象物件に数量の不足その他契約の内容に適合しないもの（土 

壌汚染及び地中障害物を含む。）があることを発見しても、売買代金（賃貸借料） 

の減額若しくは損害賠償の請求又は契約の解除はできないものとします。 

（６） 土壌汚染調査、地盤調査、地下埋設物調査等 

       市では、土壌汚染調査、地盤調査、地下埋設物調査の調査等は行っていません。 

  （７） 埋蔵文化財包蔵地 

     当跡地は埋蔵文化財の包蔵地に該当していません。 

（８） アスベスト調査 

       当跡地の建物については、平成１７年度にアスベスト含有調査を実施した結果、 

飛散するおそれのあるアスベスト含有建材は確認されておりません。 

（９） 地域住民等の利用への対応 

        閉校となった小学校の校舎、体育館、グラウンド等については、現在、次表の 

とおり地域住民等に利用されているため、それらの対応についてご提案ください。 

施設名 利用目的 利用状況 

校舎 ①防災訓練 ①年 1回 

体育館 

①市内スポーツ団体利用 

(バレーボール、空手等) 

②防災訓練 

①週 4回 
(平日：夜間[18時～22時]) 
(土日：午前・午後) 
②年 1回 

グラウンド 

①市内スポーツ団体利用(ソフトボール) 

②各種イベント会場等 

(地域祭事、育成会廃品回収等) 

③防災訓練 

④地域消防団利用(消防操法訓練) 

※ドクターヘリ離着陸場所の指定有り 

①週 2回 

(土日：夜間[18時～21時]) 

②年数回程度 

③年 1回 

④週 2回 -約 3ヶ月間- 

(平日：夜間[19時～22時]) 

（10） 災害時の避難場所 

       旧飛駒小学校については災害時の市指定避難所として利用されており、敷地内 

には防災行政無線（同報系）が設置されています。今後も市指定避難所としての使 

用を考えていますので、地域防災への貢献として、市指定避難所や防災行政無線 

（同報系）継続使用への協力についてご提案ください。 

なお、市指定避難所としての現在の使用状況は、別紙 7-1,-2,-3（旧飛駒小学校

施設の市指定避難所としての使用について等）によりご確認ください。 

（11） 地域住民等への配慮 

     事業者は、事業実施にあたり、対象物件周辺の地域住民等の住環境に悪影響を 

及ぼす事業の防止、地域活動への協力、地域住民等との交流等に最善を尽くし、 

地域住民等と良好な関係を築くこととします。 

     また、事業開始にあたり地域住民等への事前説明会を必ず行うとともに、地域 

住民等からの要望を可能な限り事業内容に反映させることとし、誠実な対応を心 

掛け、円滑な事業の実施に努めることとします。 
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（12） 法令等の遵守 

     事業実施にあたっては、該当する関係法令（都市計画法、建築基準法、消防法、

文化財保護法等）や条例等を遵守してください。また、許可申請等が必要になる

場合がありますので、事前に各担当部署へご確認ください。 

７ 参加資格条件 

（１） 参加事業者の構成 

ア 応募事業者は、単体の事業者又は複数の事業者（以下「共同事業者」という。） 

によって構成されるグループ（以下「グループ」という。）とします。 

イ グループによって活用事業に参加しようとする場合は、グループ内の各事業者 

がグループ全体の構成を承知したうえで、代表となる代表事業者を定め手続きを行 

ってください。 

ウ 代表事業者以外の共同事業者については、代表事業者が負担する一切の義務履 

 行に関し連帯してその責を負うものとします。 

エ 同一事業者が複数のグループへの参加による重複応募はできないものとします。 

オ グループで参加する場合も１事業者とみなし、一つの提案を行うものとします。 

（２） 参加事業者の制限 

ア 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16 号）第 167条の４の規定に該当しない者 

イ 佐野市競争入札参加資格者指名停止要綱に基づく指名停止措置を受けていない 

 者 

ウ  会社更生法（平成 14年法律第 154号）の規定により更生手続き開始の申し立て 

 がなされていない者、又は民事再生法（平成 11年法律第 225号）の規定により再 

生手続き開始の申し立てがなされていない者。ただし、会社更生法の規定による更 

生計画又は民事再生法の規定による再生計画について、裁判所の認可決定を受けた 

者を除く。 

エ  直近２年間に法人税、法人事業税、法人市町村民税、消費税及び地方消費税等の 

 滞納がない者 

(３) その他 

本契約締結までの期間に参加資格条件等を欠くことになった場合は、失格としま 

す。参加表明書の提出以降におけるグループ構成の変更は、原則として認めません。 

８ 募集の手続き等 

（１） スケジュール 

日程（予定） 手続内容 

令和４年１２月１９日（月） ― 実施手続き開始の公告 

令和４年１２月１９日（月）から 

令和５年 ２月 ３日（金）まで 
① 実施説明書の窓口配布 

令和４年１２月１９日（月）から 

令和５年 ２月 ３日（金）まで 
② 竣工図書等の閲覧 
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令和４年１２月１９日（月）から 

令和５年 １月１１日（水）まで 
③ 

現地見学会受付 

令和５年 １月１３日（金） 現地見学会 

令和４年１２月１９日（月）から 

令和５年 １月２０日（金）まで ④ 
質問事項の受付 

令和５年 １月２５日（水）予定 質問事項への回答 

令和４年１２月１９日（月）から 

令和５年 ２月 ３日（金）まで 
⑤ 参加表明書の提出 

令和５年 ２月上旬頃 ― 
提案資格確認結果及び提案書の 

提出通知 

令和５年 ２月１５日（水）から 

令和５年 ３月 ８日（水）まで 
⑥ 事業提案書類の受付 

令和５年 ３月下旬頃 ⑦ プレゼンテーション（審査） 

令和５年 ３月下旬頃 ― 契約候補者等の決定 

令和５年 ４月上旬頃 ― 基本協定書の締結 

令和５年 ４月下旬頃 ― 提案内容等の協議 

令和５年 ５月下旬頃 ― 本契約の締結 

（２） 各種手続き 

    募集に関する手続きは各項目を参照してください。郵便による提出の場合は、事 

前に事務局へ電話連絡してください。提出は受付期間内に必着とします。 

 事 務 局：佐野市役所 総合政策部 財産活用課 

      住    所：〒327-8501 佐野市高砂町１ 

      電    話：0283-20-3050（内線 1437、1438） 

      Ｅ メ ー ル：zaisan＠city.sano.lg.jp 

      受付時間帯：持参による場合は、佐野市の休日を定める条例（平成１７年佐野 

           市条例第２号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く、 

午前８時３０分から午後５時までに提出してください。 

① 実施説明書の窓口配布 

配布 
期間 令和４年１２月１９日（月）～令和５年２月３日（金） 

場所 総合政策部 財産活用課 

備考 
・市公式ホームページからダウンロードが可能です。 

・郵送による配布はいたしません。 
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②  竣工図書等の閲覧  

      対象物件に関する下記の竣工図書等の閲覧ができます。 

      なお、本活用事業以外の図書等の使用は禁止いたします。 

申込 

期限 閲覧を希望する日の前日正午まで ※閉庁日を除く 

方法 

電子メール 

件名「旧飛駒小学校跡地活用閲覧申込【事業者名】」 

送信後、受付時間内に事務局へ必ず受信確認の電話を行ってくだ

さい。 

書類 「竣工図書等閲覧申込書兼誓約書」（別記様式第８号） 

閲覧 

期間 令和４年１２月１９日（月）～令和５年２月３日（金） 

日時 日程調整後、事務局から申込者あてに電子メールで通知します。 

方法 

・事務局で指定した閲覧日時、場所で閲覧してください。 

・閲覧図書等の持ち出しは不可としますが、図書等を汚損、破損

しない方法であれば、転写、写真撮影等は可能です。（コピーは

不可です） 

図書 ・校舎工事竣工図、体育館工事竣工図、その他関係資料 

備考 
閲覧日当日は、受付印が押印された「竣工図書等閲覧申込書兼誓

約書」（別記様式第８号）を持参し、事務局までお越しください。 

③  現地見学会の開催 

      事業者を対象に、次のとおり現地見学会を開催します。 

      実施説明書の配布は行いませんので、各自持参してください。また、現地での 

    質問は原則受付ませんので、下記「④質問事項の受付及び回答」を参照ください。 

開催 
日時 令和５年１月１３日（金）午後１時～午後２時（雨天決行） 

場所 旧飛駒小学校（佐野市飛駒町１４９７番地） 

申込 

期間 令和４年１２月１９日（月）～令和５年１月１１日（水） 

方法 

電子メール 

件名「旧飛駒小学校跡地活用現地見学会申込【事業者名】」 

送信後、受付時間内に事務局へ必ず受信確認の電話を行ってくだ

さい。 

書類 「現地見学会参加申込書」（別記様式第９号） 

辞退 

期間 令和５年１月１２日（木）午後５時まで 

方法 

電子メール 

件名「旧飛駒小学校跡地活用現地見学会辞退【事業者名】」 

送信後、受付時間内に事務局へ必ず受信確認の電話を行ってくだ

さい。 

書類 「現地見学会参加辞退届」（別記様式第１０号） 
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備考 

・参加人数は１事業者につき３名以内とします。 

・申込みが多数の場合は、実施回数を増やすこともあります。 

・申込みがない場合については中止します。 

④  質問事項の受付及び回答 

      本活用事業に関する質問を次のとおり受付します。受付した質問は、市の回答 

とともに市公式ホームページへの掲載により公表します。 

受付 

期間 令和４年１２月１９日（月）～令和５年１月２０日（金） 

方法 

電子メール 

件名「旧飛駒小学校跡地活用質問【事業者名】」 

送信後、受付時間内に事務局へ必ず受信確認の電話を行ってくだ

さい。 

書類 「質問書」（別記様式第５号） 

回答 
方法 佐野市公式ホームページへ掲載 

期日 令和５年１月２５日（水）予定 

備考 

・質問に対する回答は、本説明書を補完するものとします。 

・意見の表明と解されるもの等については回答しないことがあ

ります。 

・質問を行った事業者名等は公表しません。 

・回答の公表が遅れる場合は、市公式ホームページへにてお知ら

せいたします。 

⑤  参加表明書類の受付【必須】 

募集の趣旨、契約条件、参加資格条件等を確認し、必要書類を作成のうえ、次の 

とおり提出してください。 

      なお、参加表明書類に不備がある場合、期間を定めて補正や追加提出等をお願 

いする場合があります。 

受付 

期間 令和４年１２月１９日（月）～令和５年２月３日（金） 

場所 総合政策部 財産活用課 

方法 

受付時間内に直接持参又は郵便で提出する場合は、「書留」、「簡

易書留」、「配達記録」のいずれかの方法によるものとし、メール

便は不可とします。 

書類 参加表明書類一式（「佐野市学校跡地活用事業様式一覧」参照） 

備考 事業提案を予定する場合は、必ず参加表明書類を提出ください。 

⑥  事業提案書類の受付【必須】 

       参加表明した事業者は、必要書類を作成のうえ、次のとおり提出してください。 

       なお、事業提出書類に不備がある場合、期間を定めて補正や追加書類等をお願 

    いする場合があります。 
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受付 

期間 令和５年２月１５日（水）～令和５年３月８日（水） 

場所 総合政策部 財産活用課 

方法 

受付時間内に直接持参又は郵便で提出する場合は、「書留」、「簡

易書留」、「配達記録」のいずれかの方法によるものとし、メール

便は不可とします。 

書類 事業提案書類一式（「佐野市学校跡地活用事業様式一覧」参照） 

備考 参加表明書類を提出せず、事業提案書類の受付はできません。 

⑦  プレゼンテーションの開催【必須】 

契約候補者及び次点者を選定するために、事業者による提案内容に関するプレ 

ゼンテーションを行います。なお、プレゼンテーション時にパソコンを使用され 

る場合は、持参してください。 

開催日時 
令和５年３月下旬頃 

※詳細については、後日、各(代表)事業者あてに通知します。 

使用可能備品 ・プロジェクター、スクリーン（市で会場に用意します） 

時間配分(目安) ・提案内容の説明 ２０分、質疑 １０分  合計３０分 

備考 

・出席者は１事業者につき３名以内とします。 

・プレゼンテーション当日において、追加の補足説明資料等の配

布はできません。 

・プレゼンテーションに際して、パネル等を使用する場合は、事

業者にて用意してください。 

・参加事業者数によっては、時間を短縮する場合があります。 

・新型コロナウイルス感染症対策として、オンライン開催になる

場合があります。 

※参加表明書類提出後に辞退する場合は、速やかに辞退届（別記様式第７号）を 

事務局に郵送してください。なお、郵送された書類は返却いたしません。 

９ 選定方法等 

(１) 審査体制 

     提案内容の審査を行うため、佐野市学校跡地活用事業審査委員会（以下「審査委 

   員会」という。）委員において審査を行い、契約候補者及び次点者を選定します。 

(２) 審査委員会の運営 

審査委員会の委員名については、公正な審査に影響を与える行為を防止するため 

   非公開とします。 

また、事業者のアイディア及びノウハウ保護の観点から、提案審査内容及び議事 

   内容も、非公開とします。 

(３) 提案審査 

    上記の審査委員会において提案内容の審査を行います。なお、参加事業者が１者 

   のみの場合でも審査を行います。 
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ア 審査基準内容と採点 

審査委員会において、下表の審査項目に従い、提案内容（事業提案書類やプレ 

ゼンテーションの内容）を評価します。 

  各提案者の評価点数は、各審査委員の点数を合算し、平均した点数とします。 

イ 審査の得点による選定 

  審査の結果、評価点数が基準点を満たし、最も評価点数の高い事業者を契約候 

 補者とし、次順位の事業者を次点者に選定します。 

ただし、最も高い評価点数を獲得した事業者が複数の場合（同点の場合）は、 

次の①から③の選考過程により最終順位を確定し、契約候補者とします。 

① 審査項目大項目のうち「地域貢献等」と「事業運営等」の合計点数が高い者 

② ①に該当する者が複数ある場合は、「契約種別」の優先順位による者 

③ 上記によりがたい場合は、審査委員会の協議により決定した者 

ウ 基準点 

  各小項目（契約内容を除く。）６割以上の得点を有し、かつ評価点数の７０点以 

上とします。 

審査項目 
審査基準 配点 

大項目 小項目 

提 

案 

評 

価 

１事業概要等 

（１０点） 

①基本方針及び事業

概要 

提案する事業の基本方針、事業概要等

が募集趣旨に合致するものであるか 
５  

②既存施設の有効活

用 

敷地全体の活用が図られ、既存施設を

有効活用しているか 
５  

２地域貢献等 

（４０点） 

①地域の活性化 
雇用機会の創出をはじめ、地域経済の 

活性化に寄与する提案となっているか 
１０  

②地域資源の活用 
地域資源が活かされた提案となってい

るか 
５  

③地域防災への協力 

市指定避難所や防災行政無線の継続使

用等、地域防災への貢献が提案されて

いるか 

１０  

④地域住民への理

解、協力 

地域活動等への理解、協力について、

積極的な提案がなされているか 
１５  

３事業運営等 

（４０点） 

①事業の継続性及び

実現性 

長期的な事業運営を想定すると共に、

意欲があるか 
１０  

②事業計画及び資金

計画 

事業計画や資金計画等が適切に検討さ

れているか 
１５  

③スケジュール 
事業開始までのスケジュールが具体的

で実現性があるか 
１５  

４契約種別 

（１０点） 
①契約内容 

売買契約・賃貸借契約のどちらを希望

しているか 
１０  

配点計 １００  

※ 小数点第１位を四捨五入し、整数による評価点とします。 
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１０ 提案書の特定及び非特定に関する通知 

（１） 提出した提案書が最優秀となった者に対し、提案書が特定された旨を書面にて 

   通知します。 

（２） 提出した提案書が特定されなかった者に対しては、提案書が特定されなかった 

   旨を書面により通知します。 

 （３） 上記（２）の通知を受けた者は、通知をした日の翌日から起算した７日（休日 

    は含みません。）以内に、書面により、審査委員会に対して非特定理由について説 

明を求めることができます。 

なお、説明請求の受付場所及び受付時間は以下のとおりです。 

ア 受付場所 総合政策部 財産活用課 

イ 受付時間 午前８時３０分から正午又は午後１時から午後５時 

 （４） 上記の回答は、説明を求めることができる最終日の翌日から起算して１０日（休 

日は含みません。）以内に書面により行います。 

1１ 契約に関する事項 

委員会の審査により提出した提案書が最優秀となった者を契約候補者とし、当該事業

者は必ず提案書記載の事業を実施するものとします。また、契約については基本協定を

締結後、事業内容等の詳細について協議を行い、「市有財産売買契約（市有財産有償貸付

契約）」を締結します。 

  ただし、次のいずれかに該当し、最優秀者と当該契約が締結できない場合には、次点

者を契約候補者として再特定するものとします。なお、参加申込者が１者の場合であっ

ても評価を実施し、その提案が評価基準を満たすと認められる場合は、その事業者を契

約候補者とします。 

1２ 参加者の失格 

   参加者が次のいずれかに該当した場合には、その者の提出した参加表明書及び提案書

等を無効とし、本プロポーザルへの参加資格を失うこととします。 

(１) 提案書等が提出期限までに提出されなかった場合 

(２)  提出書類に虚偽の記載があった場合 

(３) 本説明書７に定める参加資格条件を満たしていない、もしくは満たすことができ 

  なくなった場合 

(４) その他本説明書の定めに反した場合 

(５)  本件に関して不正あるいは公平を欠く行為があった場合 

1３ その他の留意事項 

 (１)  提出期限までに参加表明書を提出しない者は、提案書を提出することができない

ものとします。 

(２)  参加表明書及び提案書の作成及び提出に関する費用は、提出者の負担とします。 

(３)  提出された参加表明書及び提案書は返却しません。なお、提出された参加表明書 

及び提案書の著作権は提出者に帰属するものとし、提出者に無断で使用しません。 

    ただし、事務局は、本プロポーザル手続き及びこれに係る事務処理に必要な範囲 

において、提案書等の複製、記録及び保存等を行います。 

(４)  本プロポーザルにおける評価結果は公表します。公表する内容は、プロポーザル 

参加者名並びに特定された者の名称、住所及び評価点数となります。 
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 (５) 本プロポーザルにおいて事業者との契約に至らなかった場合には、改めて事業者 

を募集します。詳細は、市ホームページ等でお知らせいたします。 

(６) 本説明書に定めのない事項に疑義が生じた場合は、協議により定めます。 

1４ 問い合わせ先（事務局） 

  佐野市役所 総合政策部 財産活用課 

   住  所： 〒327-8501 佐野市高砂町１ 

   電  話： 0283-20-3050 

   Ｅメール： zaisan＠city.sano.lg.jp 


